
浄化槽施設整備について

平成26年12月
環境省 浄化槽推進室

1

資料３

• 昭和30年代後半～50年代 下水道未普及地域における水洗化要求が高まり、し尿のみを処理
する単独処理浄化槽の整備が急速に進展 →水質汚濁に関連して社会問題化も

• 昭和58年 浄化槽法制定 （60年施行、議員立法）
• 昭和62年 合併処理浄化槽整備に係る国庫補助制度創設 （平成6年 市町村設置型事業）
• 平成12年 浄化槽法改正 単独処理浄化槽の新設禁止
• 平成17年 浄化槽法改正 水質保全という目的の明確化等、水質管理体制の強化

浄化槽は住宅などの建物毎に設置される民間主体の汚水処理施設であり、
し尿と生活雑排水を併せて処理し、以下のような特長を有する

単独処理浄化槽（し尿のみを処理）から、合併処理浄化槽（し尿と生活雑排水を併せ
て処理）への転換が必要

• 微生物の浄化機能を活用し、下水道と同等
の処理性能 （BOD20mg/L以下）

• 設置費用が安く（５人槽で約８４万円）、人口
分散地域で効率的な汚水処理施設

• 短期間（約１週間）で設置可能
• 地形の影響を受けずにどこにでも設置可能
（車１台分のスペース）

• 処理水をその場で放流するため、健全な水
循環や河川の水量の確保が可能

• 地震に強く、被災しても早期の復旧が可能
（東日本大震災の調査では、全損は3.8％）

浄化槽の特長

清掃

浄化槽

し尿処理
施設等
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（平成２５年度末）
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※東日本大震災の影響で調査不能な自治体があるため、福島県は公表対象外となっている

（万人）

単独、汲みとり
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未普及人口 1,403
（11.1%）

普及人口 11,216
（88.9%）

下水道
（水）

コミプラ
（茶）

農集排等
（緑）

浄化槽
（紫）

9,714
（77.0%）

25
（0.2%）

356
（2.8%）

1,121
（8.9%）

・特に、汚水処理の普及率の低い人口規模の小さな市町村等への取組が必要
・人口規模の小さな市町村ほど浄化槽の普及率は高い

⇒ 今後の汚水処理の普及において浄化槽の役割は重要

未普及人口（汲み取り
便槽、単独処理浄化
槽使用者）

人口規模別にみた汚水処理の普及状況
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一
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集合処理

均衡点

人口密度の高い区域は集合処理が効率的人口密度の低い区域は個別処理が効率的

（地域の特性により変動）

個別処理

経済性 早期整備（10年程度）

今後10年程度を目途に汚水処
理施設の整備の概成を目指す。

○都道府県構想の目的
市街地のみならず農山漁村を含めた市町村全域において、各種汚水処理施設の整備並びに増大する施設ス
トックの長期的かつ効率的な運営管理について、地域のニーズを踏まえ、適切な役割分担の下、計画的に実施し
ていくために、都道府県が市町村と連携して策定（平成７年の３省通知に基づく制度）。

持続可能な運営
（20～30年程度）

既整備地区の効率的な改築・更
新や運営管理手法を検討。
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○「都道府県構想策定マニュアル」の作成と都道府県構想の見直しの推進
汚水処理施設を適切な役割分担の下、計画的に整備していくため、都道府県構想について策定・見直しを行う
際のマニュアルを国交省、農水省と連携し、２６年１月に作成（都道府県構想策定マニュアル）
⇒新マニュアルを踏まえ、アクションプランを含めた都道府県構想の平成26年度以降の早急な見直しを推進
【持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想の見直しの推進について（平成２６年１月３０日通知）】

→本マニュアルが活用され、人口減少等の社会情勢や、集合処理の整備に１０年以上要するなど
の状況に応じて積極的に集合処理から浄化槽への見直しが進むことが期待される。 4

都道府県構想の見直し



特に、集合処理から浄化槽に見直しを行った区域については、市町村設置型を実施する
ことにより、住民の同意を得て事業を進めることが可能となる。

都
道
府
県
構
想

集落排水
（未整備区域）

下水道
（未整備区域）

浄化槽
（既整備区域）

10
年
間
の
概
成
を
目
指
し
た
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

汚
水
処
理
手
法
の
選
定
（
整
備
区
域
の
設
定
）

下水道（既整備区域）

下水道
（未整備区域）

下水道（既整備区域）

浄化槽
（未整備区域）

浄化槽
（未整備区域）

集落排水
（未整備区域）

汚水処理施設の有する特性、経済性等を総合的に勘案した整備手法の選定

集落排水
（既整備区域）

集落排水
（既整備区域）

浄化槽
（既整備区域）

下水道

集落
排水

浄化槽

整備区域
の凡例

時間軸を考慮した汚水処理施設の早期概成を目標とした整備計画の検討
例えば、
下水道整備に
長期間を要する
地域について、
早期の汚水処理
概成可能な手法
を検討。

T
T

T
T

②早期概成の観点から
集合処理の整備に
10年以上要する地
域を浄化槽区域に
見直す場合も。

①人口減少等社会情
勢の変化を踏まえ
た見直しが実施さ
れ、集合処理計画
区域が浄化槽区域
に見直し
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期待される今後の浄化槽整備の方向性（案）

・合併処理浄化槽の整備促進による水質改善が浄化槽対策の大きな柱
・新設原則禁止のし尿しか処理しない「単独浄化槽」は未だ453万基残存（58%）

合併処理浄化槽の設置
に対する国庫補助事業
創設（個人設置型） 浄化槽市町村整備

推進事業創設

浄化槽市町村
整備推進事業
PFI型 実施

浄化槽法
改正

浄化槽法
改正

浄化槽設置基数の推移（～Ｈ２４年度末）
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○平成１２年改正 （施行：平成13年4月）

○平成１７年改正 （施行：平成18年2月）

・し尿のみを処理する単独処理浄化槽を浄化槽の定義から削
除し、し尿と雑排水を併せて処理する合併処理浄化槽のみを
浄化槽として定義 （→単独処理浄化槽の新設の原則禁止）
・浄化槽の設置義務化 等

・法の目的に「公共用水域等の水質保全」を明示
・浄化槽からの放流水に係る水質基準の創設
・浄化槽設置後等の水質検査（７条検査）の検査時期の見直し
・適正な維持管理を確保するための都道府県の監督規定の
強化 等
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浄化槽法の主な改正

【一次処理装置】 【生物反応槽】

【一次処理装置】

浄化槽の主要な処理プロセス
通常型浄化槽

【消毒槽】【生物反応槽】

窒素除去型浄化槽

窒素及び燐除去型浄化槽

燐除去
装置

【沈殿槽】

逆洗排水

汚泥の移送

【一次処理装置】
【消毒槽】

硝化液の循環

【処理水槽】 【消毒槽】

逆洗排水

硝化液の循環

流
入

流
入

流
入

放
流

放
流

放
流

BOD高度除去型浄化槽

※流量調整機能あるいはピークカット機能付き

【一次処理装置】 【ろ過ポンプ】 【消毒槽】
放
流

流
入

BOD濃度20mg/L以下 除去率90%以上

通常型の性能 ＋ 全窒素濃度20mg/L以下

通常型の性能 ＋ 窒素除去型の性能 ＋ 全燐濃度1mg/L以下

BOD濃度5mg/L以下 除去率97%

【生物反応槽】
（脱窒槽＋硝化槽）

膜分離
装置

汚泥の移送

【沈殿槽or処理水槽】【生物反応槽】

逆洗排水や汚泥の移送

※膜分離装置は硝化槽に設置
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一部の地方自治体においては、各種条例や要綱に基づき窒素・除去型のみを
浄化槽市町村整備推進事業の対象とする等、家庭用の小型浄化槽においても高
度処理型を求めている（茨城県霞ヶ浦周辺等）。

合併浄化槽の設置・新設基数（～Ｈ24末）

環境省浄化槽行政組織等調査より作成

（基）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

高度BOD除去型

窒素及び燐除去型

窒素又は燐除去型

通常型

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（基）合併浄化槽の設置基数 合併浄化槽の新設基数

5mg/L以下
37%

10mg/L以下
26%

15mg/L以下
13%

20mg/L以下
8%

30mg/L以下
8%

60mg/L以下
6%

60mg/L超
2%
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浄化槽の処理水の水質

※平成25年度浄化槽行政組織等調査結果より
・浄化槽の構造基準がBOD20mg/L以下である986,643基の検査結果
・平成24年度における１１条検査のBOD測定結果

・ＢＯＤ20mg/L以下の浄化槽基数は 838,349基で、85.0％を占める
・大多数の浄化槽は、下水道と同等の処理水質が確保されている



BOD SS T-N T-P
(mg L
-1
) (mg L

-1
) (mg L

-1
) (mg L

-1
)

 ＢＯＤ除去型

  調査施設数　（施設） 72 72 72 72
  平均値 16.3 9.3 18.5 3.1
  平均値+標準偏差 33.2 23.9 30.4 4.9
 Ｎ除去型

  調査施設数　（施設） 93 93 93 93
  平均値 12.7 7.0 16.4 3.1
  平均値+標準偏差 24.8 16.3 26.9 4.7
 リン除去型

  調査施設数　（施設） 16 16 16 16
  平均値 7.0 8.8 7.7 1.0
  平均値+標準偏差 12.5 14.5 9.9 1.6

（平成16年度普及啓発のための浄化槽の整備効果に関する調査報告書）

小型浄化槽の処理水質

通常型

窒素除去型

燐除去型

○浄化槽の整備推進の支援
– 交付金を活用し、市町村による浄化槽の整備推進の取組を
支援

○都道府県構想、浄化槽整備計画の策定・見直し
– 持続的な汚水処理システム構築に向けた、
都道府県構想策定マニュアルの作成

– 市町村浄化槽整備計画策定マニュアルの作成

○浄化槽台帳システムの整備推進
– 浄化槽台帳システムの整備推進により、
維持管理と災害対応力を強化

持続可能な浄化槽システムの整備と信頼性の確保

浄化槽の整備推進に向けた取組
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参考資料１．浄化槽の整備推進の支援
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〔制度の特徴〕

○循環型社会形成推進交付金について

○汚水処理施設整備交付金について（内閣府）

市町村の自主性と創意工夫を生かしながら浄化槽の整備推進を図る交付金

一定のエリア内で実施する対象施設の整備について、浄化槽及び公共下水道など複数
の施設を効率的に整備できるよう、事業間での融通が可能

市町村の自主性・裁量権による最も有効な整備手法の選択が可能

地域再生基盤強化交付金（汚水処理施設整備交付金）において浄化槽の整備も助成対象

（単位：百万円）

（ ）内は、内閣府〔沖縄〕、国土交通省〔北海道、離島〕計上分を含めた額

※ 別途、東日本大震災復興交付金として復興庁に一括計上。

平成２５年度
予算額

平成２６年度
予算額

平成２７年度
概算要求額

循環型社会
形成推進交付金

8,421
(8,998)

8,421
(9,059)

10,100
(10,694)

汚水処理施設
整備交付金

50,220【内数】 45,118【内数】 50,210【内数】

浄化槽推進関係予算の概要
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助成対象 個人財産個人財産

浄化槽

ト
イ
レ

お
風
呂

台
所

浄化槽設置整備事業 （S62～） 浄化槽市町村整備推進事業 （H6～）

１０／３０
国

１７／３０
市町村負担(地方債充当可能）

１／３
国

２／３
市町村

個人負担（６割）

国庫助成対象額（４割） 国庫助成対象額

• 個人が設置し、市町村が設置費用（本体＋施工費）
を助成する事業。

• 個人が維持管理を行う。
• 市町村の負担は小さいが、個人の負担は増える。

• 市町村が個人の住宅に設置する。
• 市町村が維持管理を行う。
• 個人の負担は減るが、市町村の維持管理事務
が増える。

〔標準的な工事費用〕
５人槽（通常型）・・・83.7万円
５人槽（高度型）・・・102万円
７人槽（通常型）・・・104.3万円
７人槽（高度型）・・・113.4万円

注）低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業、沖縄、離島地域において、国の助成率は１／２となっている。

最大８割地方交付税措置 地方債元利償還金の49%は地方交付税措置

個人負担
（１割）

浄化槽に係る国庫助成の概要
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①湖沼水質保全特別措置法の指定地域 *
②水質汚濁防止法の第6次総量規制対象地域 *
③水質汚濁防止法の生活排水対策重点地域 *
④過疎地域自立促進特別措置法の過疎地域 *
⑤山村振興法の振興山村 *
⑥農業振興地域の整備に関する法律の農業振興地域内の、農集排施設の処理
区域周辺区域 *
⑦漁業漁場整備法の規定により指定された漁港集落及びその周辺地域 *
⑧自然公園法に規定する自然公園地域

⑨有明海及び八代海を再生するための特別措置に関する法律の有明海及び八
代海の流域

⑩浄化槽による汚水処理が経済的・効率的である地域 *
⑪既に事業を実施している地域

ア 下水道事業認可区域以外の地域で、次のいずれかに該当する地域

（浄化槽市町村整備推進事業の対象地域）

イ 水道原水法の都道府県計画に定められた浄化槽の整備地域

* 環境大臣が
適当と認める地域

16

国庫助成事業の対象地域について



○温室効果ガス削減に貢献する省エネ型浄化槽の整備について、以下の要件を満たすものについて国庫助成率のかさ上げを行う（１／３→１／２）

・低炭素社会対応型浄化槽の整備区域内普及率を10ポイント以上向上又は30基以上増加させる計画であること。

・低炭素社会対応型浄化槽の整備計画基数中、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を10%以上実施する計画であること。

低炭素社会対応型浄化槽の概要

ブロワ

浄化槽の消費電力（ブロワ（送風機））の

省電力化タイプの浄化槽への助成

浄化槽設置整備事業（個人設置型）

国庫助成対象額（設置費用の４割）

○ 低炭素社会対応型浄化槽の設置を行う者に対し、市町村が設置
費用を助成する事業で、その助成費用の一部を国が助成する制度。

○ 市町村が設置主体となって低炭素社会対応型浄化槽の整備
を行うのに必要な費用を国が助成する事業（市町村が面的に整備
を図るためのもの）。

国庫助成
１／２

地方負担
２／５

国庫助成対象額（１０割）

地方債充当可能

地方債元利償還金の４９％は地方交付税措置

個人
負担
１割

地方負担
１／２

最大８割地方交付税措置

個人負担 ： ６割 国庫助成
１／２

浄化槽整備に係る国庫助成の概要
（低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業）

浄化槽市町村整備推進事業（市町村設置型）

○ばっ気のためのブロワの消費電力が削減できる省エネ浄化槽

低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業（市町村設置型・個人設置型）

平成22～23年度の助成事業としてスタートし、平成24、25、26年と延長をしてきたが、
平成27年度概算要求では、継続事業化を要求。 17

＜一般的なタイプと高度処理型＞

一般的なタイプ

高度処理型 *

窒素又は（及び）

燐除去型
ＢＯＤ高度処理型

ＢＯＤ除去率 ９０％以上 ９７％以上

ＢＯＤ濃度 ２０mg/L以下 ５mg/L以下

窒素濃度 － ２０mg/L以下 －

燐濃度 － １mg/L以下 －

○高度処理型について

・国庫助成対象となる浄化槽の要件は上記のとおり。

・助成対象地域については、各事業の対象地域の内、窒素又は燐対策を特に実施す
る必要がある地域が対象となっている。 （具体的には実施要綱）

・高度処理型浄化槽の普及促進のための基準額の措置がある。

18

国庫助成対象浄化槽の要件



参考資料２．市町村浄化槽整備計画の
策定・見直し

19

○浄化槽整備区域の設定
・生活排水処理基本計画と浄化槽整備計画
・浄化槽の整備手法・計画

○市町村設置型による事業計画
○民間活用
・浄化槽PFI事業の導入
・PFI手法以外の民間活用手法

・PFI事業可能性評価ソフト

・市町村設置事業・浄化槽PFI事業のモデル検討事例

・PFI事業では、民間の資金調達と優れた技術やノウハウを発揮することが期待される
・PFI手法の導入により事業費の削減、住民サービスの向上、市町村職員負担の抑制等
が見込まれる

浄化槽整備のPFI事業の枠組み

施設買取費
維持管理費

設置費負担
使用料

水質検査 設置工事、維持管理
（サービス提供）

使用
(サービス受益)

検査
契約

使用契約 事業契約
(サービス購入)

財政支援(交付金，交付税)

国

市町村

住民 PFI事業者

浄化槽

指定検査機関

≪PFIによる浄化槽整備実施自治体：14市町≫

（背景）
・汚水処理普及率が低い小規模市町村における早急な浄化槽整備の必要性

・浄化槽市町村整備推進事業の実施にあたって市町村のコスト負担がある

（目的）
・市町村における浄化槽整備計画策定の重要性の周知
・市町村設置事業の負担軽減に向けたPFI等の民間活用手法の提案

※平成26年2月作成・情報共有

市町村浄化槽整備計画策定マニュアルの概要

20



参考資料３．浄化槽台帳システムの整備推進

21

サーバ
都道府県

浄化槽台帳システムの構築イメージ

＜浄化槽情報基盤強化推進事業費事業＞

① 浄化槽台帳システムの整備促進手法の普及活動
② より効果的な法定検査体制の構築手法の検討
③ 浄化槽の情報基盤強化に関するモデル事業

・被害状況を迅速かつ正確に把握できる
・浄化槽の被災状況を視覚情報として共有できる
⇒被災浄化槽の早期復旧等に貢献する

・設置状況を視覚的かつ正確に把握できる
⇒維持管理体制の適正化が図られる
⇒浄化槽の普及促進や単独転換施策に役立つ

全国における浄化槽台帳のシステム化の推進等、浄化槽の管理基盤の強化を図ることにより、災
害への対応力を強化し、下水道や集落排水事業とも連携し、汚水処理全体での更なる強靭化及び
信頼性の向上を目指す。

データ

市町村

検査機関
業者 一部データ

GISによる浄化槽の設置状況の可視化

災
害
時

平
常
時

GISを活用した台帳システム整備の効果

・浄化槽の災害対応及び平時の維持管理の信頼性を確
保するため、管理体制の強化が必要

・人口減少等の社会情勢を踏まえ、個別分散型処理で
災害に強い特性を持つ浄化槽の更なる整備が必要

課題

-浄化槽台帳システムの整備による維持管理と災害対応力の強化-

浄化槽台帳システムの整備推進

22



参考資料４．「単独浄化槽から合併浄化槽へ
の早急な転換」の推進方策について

23

既存の単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換を推進するため、平成１８年度よ
り合併処理浄化槽の設置に伴い単独処理浄化槽の撤去が必要となる場合において
は、以下の対象地域における基準額の特例を適用することにより、撤去費への助成を
行う。これまで下記のような要件緩和を行ってきている。

①助成対象となる単独処理浄化槽については従前「使用開始後３０年以内」としていたが、
平成２２年度より撤廃。

②平成２３年度より、施工上の制約により、撤去跡地に合併処理浄化槽が設置できない場合
であって同一敷地内に浄化槽が設置される場合についても、新たに助成対象とした。

（参考） 助成の内訳例（５人槽の場合（設置費用約９０万円、撤去費用９万円））
 
 ・浄化槽設置整備事業（個人設置型） 

                           単独浄化槽撤去分 
                                      国庫助成対象(4割)            ９万円まで  
        個人負担（６割） 

 
           ５４万円 

   地方負担 
    ２／３ 
   ２４万円 

 国助成 
  1/3 
 12万円 

 
 ＋ 

 地方負担 
  ２／３ 
  6万円 

 国助成 
 1/3 

 ３万円 
 
 
 ・浄化槽市町村整備推進事業（市町村設置型）                    単独浄化槽撤去分  
                    国庫助成対象（１０割）                        ９万円まで  
  個人負担 

 （１割） 
 ９万円 

  地方負担17／30 (51万円） 
 ＊地方債充当可能 

 国助成 
 １／３ 

 （３０万円） 

 
 ＋ 

 地方負担 
  ２／３ 
  6万円 
 ＊地方債充 
 当可能 

 国助成 
 1/3 

 ３万円 

 
                         （＊地方債の元利償還金の49%は地方交付税措置） 
 
              

※低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業では助成率１／２

単独処理浄化槽の撤去費の助成について

24



○単独処理浄化槽廃止の理由として、集合処理（公共下水道、農業集落
排水施設等）への接続がもっとも多いが、年々減少している。
⇒汚水処理施設整備の中心が郊外の人口散在地域に移行しつつあり、集
合処理の新設が減少していることが原因と考えられる。
○単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切替えは年々増加している。
⇒単独転換に関する周知や、転換の助成制度の活用が増加の原因と考
えられる。

（単位：基）
115,062 

96,970 

72,870 

59,625 58,362 

7,274 7,498 
8,421 

9,229 
10,312 

6,177 

4,447 4,826 4,795 5,299 

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H20 H21 H22 H23 H24

集合処理への接続（単独

→集合処理）

浄化槽の切替え（単独→
合併）

家屋等の廃止（単独）

単独処理浄化槽の廃止状況の推移
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